
Ⅲ  県単独補助金の見直し状況一覧表（補助対象：各種団体）

Ⅲー１  生活部
（単位：千円）

事業費 県 費 事業費 県 費

イベント等支援事業費
（イベント等支援事業補助
金）

市町村もしくは市町村が主体的
に参加する実行委員会等または
民間団体等が地域の歴史、伝
統、風土、産業等を素材として行
う地域振興のための事業に対
し、補助金を交付することにより
特色ある個性豊かなまちづくりと
地域の活性化を図る。
補助率：1/2以内
補助限度：上限4,000千円

廃止 70,000 0 0 0

地域青少年ふれあい環境
づくり県民運動事業費
（青少年地域ふれあい環境
づくり活動促進事業補助
金）

家庭、学校、地域社会の連携強
化による地域主体の青少年健全
育成活動の促進を図るため、家
庭、学校、地域社会が一体となっ
て地域ぐるみで青少年の健全育
成活動を図るために要する経費
へ補助する。

補助率：県10/10
補助限度額：150  (２市町村以上
の範囲で実施することが効果
的、効率的な活動については限
度額を２０万円とする。)

廃止 6,250 6,250 0 0

関係団体事業補助金

人権問題の解決に向けた啓発、
教育、研究を行う団体の活動等
に対し補助する。

補助率：10/10

見直し

■三重県人権擁護委員会連合会補助金
１６年度末をもって補助金を廃止する。

■三重県人権問題研究所補助金
１８年度に向けて事業補助金の1/2の補助

に整理する。１３年度～１８年度で各年度１
３年度ベースの10％を減額していく。
（１７年度は昨年度比2,000千円の減額）

16,320 16,320 14,000 0

求職者資格取得サポート
事業費（求職者資格取得
サポート助成金）

県が指定する講座を修了した失
業者に、その経費の一部を助成
する。

補助率：8/10

見直し 対象資格の追加（けん引を追加、計7資格）
助成割合の引き下げ（80％→約30％） 49,647 49,647 36,787 36,787

勤労者地域協働事業費
[旧：ウィークプラザ事業費]
（労働福祉対策事業費補
助金 ）

労働時間の短縮と長期休暇の普
及啓発及び中小企業勤労者福
祉サービスセンターの周知を行う
ウィークプラザ事業に要する経
費に対し補助する。

補助率：10/10

見直し

労働時間短縮と長期休暇の普及啓発及び
地域の活性化と勤労者自らの自己実現を
図る勤労者地域協働事業に要する経費に
対し補助する。

補助対象：事業実行委員会
  補助内容：１協働事業につき500千円を限
度とする。但し、所在地の市町村と共催で実
施する場合は、当該補助金の総額が1,000
千円を超えない範囲で500千円を超えた額
の２分の１の額を加算する。

14,000 14,000 9,500 9,500

文化の人づくり事業費
（芸術文化団体事業補助
金）

県内の文化振興に寄与する三重
県文化団体連合会の事業を支
援する。
補助率:10/10

廃止 2,030 2,030 0 0

私立学校人権教育推進補
助金（「私学における人権
教育を考える会」開催費補
助金）

三重県私学協会が実施、参加し
た人権研修会に対し補助する。

補助率:10/10

見直し 事業費ベース補助率を10/10→1/2に見直し 540 540 300 300

「生誕３６０年 芭蕉さんが
ゆく 秘蔵のくに 伊賀の蔵
びらき」支援事業補助金

「生誕３６０年 芭蕉さんがゆく
秘蔵のくに 伊賀の蔵びらき」事
業実施に要する経費を補助す
る。

廃止 221,152 106,152 0 0

私立学校研修等事業費補
助金

私立学校の設置者、校長又は教
職員の研修事業に要する経費へ
補助する。

見直し
事業費ベース補助率の引き下げ
・専修学校協会（７割→６割）
・各種学校総連合会（９割→８割）

15,400 15,400 10,700 10,700

395,339 210,339 71,287 57,287

細 事 業 名

（必要に応じ、検討対象となっ
ている内容を（  ）書きで記入

しています）

補 助 事 業 概 要

生活部計

平成１７年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）
｢廃止｣

｢見直し｣
の別

見 直 し 内 容

平成１６年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）

各種団体



Ⅲー２  健康福祉部
（単位：千円）

事業費 県 費 事業費 県 費

難病在宅支援事業費
（三重県難病団体連絡協
議会助成金）

難病関係団体連絡協議会の運
営費の一部補助

補助率：県２／３、団体１／３
限度額：450千円

廃止 450 450 0 0

450 450 0 0

Ⅲー３  環境森林部

事業費 県 費 事業費 県 費

地球温暖化対策地域協議
会支援事業費

市町村、事業者、住民、関係団
体等で構成する「地球温暖化対
策地域協議会」の設立を促進す
るため、市町村が地域協議会に
対し、電圧調整装置、小型風力
発電装置等、温室効果ｶﾞｽの確
実な削減を見込める機器の導入
に対し助成又は負担をする場合
に、県単上乗せ補助を行う。

補助率：1/6（国1/2、県1/6、市
町村1/6、設置者1/6）

見直し

補助対象事業をニーズの高い普及啓発事
業、公共交通機関利用促進事業に見直し。

補助率：1/2（県1/2、地域協議会等1/2）

12,000 12,000 10,000 10,000

空気さわやか２１推進事業
費

大気環境の改善を図るため、自
動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内の
事業者を対象に、天然ガス（ＣＮ
Ｇ）自動車及びディーゼル微粒
子除去装置の導入に対し助成す
る。

補助率：ＣＮＧ車購入:車両価格
          の1/4又は通常車両価
          格との差額の1/2

ＣＮＧ車への改造：1/3
ディーゼル微粒子除去

          装置の導入：1/4

見直し

○補助対象地域を県内全域に拡大。
○天然ガストラック購入について、補助率を
車両価格の1/4又は通常車両価格との差額
の1/2から車両価格の1/8又は通常価格と
の差額の1/4に見直し。
○ディーゼル微粒子除去装置の導入につ
いて、補助対象装置を窒素酸化物（ＮＯｘ）と
粒子状物質（ＰＭ）の両方を除去できる装置
に限定。

20,786 20,786 16,160 16,160

林業担い手育成確保対策
事業費
（旧 林業労働安全衛生総
合対策事業費補助金）

林業労働災害の防止を図るた
め、
林業労働安全衛生指導員の養
成研修会や
林業労働安全衛生指導員による
巡回指導の実施、
特殊健康診断受診料の助成を
行う。

（県単上乗せ分（補助率：1/4））

見直し 県単上乗せ補助率を1/4から1/6に見直し。 808 496 617 323

林業担い手育成確保対策
事業費
（旧 林業労働安全衛生総
合対策事業費補助金）

林業労働災害の防止を図るた
め、
特殊健康診断受診手数料の助
成を行う。

補助率：10/10

見直し 県単補助率を10/10から１/２に見直し。 143 143 72 72

林業・木材産業経営評価
促進事業費補助金

林業構造改善事業の円滑かつ
適正な推進を図るため、研修会
の開催、経営管理指導、経営確
立指導を行う。

補助率：10/10

見直し 県単補助率を10/10から1/2に見直し。 992 992 992 992

34,729 34,417 27,841 27,547環境森林部計

見 直 し 内 容

細 事 業 名

（必要に応じ、検討対象となっ
ている内容を（  ）書きで記入

しています）

補 助 事 業 概 要

H１６当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）

H１７当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）
｢廃止｣

｢見直し｣
の別

平成１７年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）
｢廃止｣

｢見直し｣
の別

見 直 し 内 容

平成１６年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）

健康福祉部計

細 事 業 名

（必要に応じ、検討対象となっ
ている内容を（  ）書きで記入

しています）

補 助 事 業 概 要

各種団体



Ⅲー４  農水商工部
（単位：千円）

事業費 県 費 事業費 県 費

三重県経営品質賞推進事
業費

三重県経営品質賞への申請に
要する経費を補助（県2/3） 見直し 補助率を県１／２に見直す 3,000 3,000 1,200 1,200

農業共済推進事業費（農
業共済損害防止事業費補
助金  家畜特定損害防止
事業分）

乳用牛、肉用牛の特定疾病対策
に係る経費の一部を補助 廃止 1,650 1,650 0 0

漁業近代化資金融通事業
費

漁業者の資本整備の高度化と近
代化に必要な資金の円滑な融通
を図るため金融機関に利子補給
を行う。
（特定分（県単））
基準金利：２．９５％利子補給率：
１．２５％末端金利：１．７％
合併漁協に対する利子補給につ
いて、１６年度限り廃止する。（災
害資金に対する利子補給は継続
する。）

廃止 283 283 0 0

小規模事業等支援事業費
補助金

（財）三重県産業支援センターが
行う中小企業大学校への職員派
遣に要する人件費の補助（県
10/10）

廃止 5,046 5,046 0 0

クリスタルバレー構想推進
プロジェクト事業費

ＦＰＤ産業研究開発補助金（県
10/10） 廃止 25,000 25,000 0 0

肉牛振興対策事業費
（三重の肉牛生産振興事
業費）

ＢＳＥのエライザ検査で陽性とあ
り、確認検査で陰性となった牛肉
の販売価格が下落した場合に損
失の一部を助成する。

廃止 374 374 0 0

食肉市場再編事業費
公社の運営の健全化を図るた
め、施設維持管理費、人件費等
に補助する。

見直し 経営対策事業の補助率を県２／３から県１
／２に見直し 5,666 5,666 4,250 4,250

内水面域振興活動推進事
業費

内水面利用者に対する知識普及
啓発活動や河川清掃等。

補助率：国1/2、県1/6

廃止 200 200 0 0

経営体育成促進換地等調
整事業費

換地を伴う土地改良事業実施予
定地区において、事業採択の前
年度に換地計画樹立のための
基礎調査、設計基準の作成およ
び農用地集団化のための地域
の合意形成促進等を行う。

廃止 670 31 121 0

新鮮でおいしい養殖水産物
確立総合対策事業費

伊勢湾のり、英虞湾真珠、熊野
灘マダイ養殖業の高品質化とブ
ランド化を目指した協議会を開催
し検討する。

見直し １７年度から１団体あたり百万円未満の県
費上乗せ補助は廃止する。 237 237 0 0

伊勢志摩観光コンベンショ
ン機構運営補助金

伊勢志摩地域の観光客の誘致
及び県営サンアリーナ等のコン
ベンション誘致促進のための運
営費補助金を交付

廃止 運営費補助の廃止 6,000 6,000

紀南広域交流「うめの郷」
創生事業費

紀南地域において、梅園の整備
により集客交流資源として活用
を図るとともに、担い手の確保と
高齢農業者でも対応しうる農業
形態を創生するため実施した事
業について、県が平成16年度全
額補助することを前提に農林水
産支援センターが借り入れた資
金の元金及び利子を計画的に償
還する。

廃止 78,667 78,667 0 0

126,793 126,154 5,571 5,450農水商工部計

平成１６年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）

細 事 業 名

（必要に応じ、検討対象となっ
ている内容を（  ）書きで記入

しています）

補 助 事 業 概 要

平成１７年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）
｢廃止｣

｢見直し｣
の別

見 直 し 内 容

各種団体



Ⅲー５  地域振興部
（単位：千円）

事業費 県 費 事業費 県 費

世界遺産（熊野古道）対策
推進事業費 世界遺産登録記念イベント 廃止 単年度事業のため 15,000 15,000 0 0

三重県自治会連合会補助
金

各地域自治会間の連携強化及
び情報交換を図り、地域住民自
治体の自治活動をより一層活発
にするため、自治会連合会が行
う自主研修事業に対し補助を行
なう。

見直し

（高率補助金・補助以上の繰越金のある団
体）
自治会活動は行政の様々な課題の解決に
重要な役割を占めていることから、県として
も自治会活動が活性化するように支援して
行くが、自治会連合会が行う自主的な活動
に係る県補助金の必要性については、連合
会事務局と協議しながら今後とも検討を進
め補助金の見直しをしていきたい。

350 350 350 350

15,350 15,350 350 350

Ⅲー６  県土整備部

事業費 県 費 事業費 県 費

農住組合推進事業費補助
金

住宅需要の著しい地域における
市街化区域内農地の所有者が
協同して、当面の営農の継続を
図りつつ、農地を住宅地などへ
転換する。

廃止 5,000 1,000 0 0

5,000 1,000 0 0

Ⅲー７  教育委員会

事業費 県 費 事業費 県 費

教育研究団体等補助金

県内で開催される全国及び東海
地区の教育研究大会の開催経
費を補助する。

補助率：定額

見直し
補助対象を県内で開催される、全国大会
で、参加者２００人以上の教育研究大会とす
る。

900 900 300 300

900 900 300 300教育委員会計

地域振興部計

平成１７年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）
｢廃止｣

｢見直し｣
の別

見 直 し 内 容

平成１６年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）

細 事 業 名

（必要に応じ、検討対象となっ
ている内容を（  ）書きで記入

しています）

補 助 事 業 概 要 見 直 し 内 容

平成１６年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）

平成１７年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）
｢廃止｣

｢見直し｣
の別

細 事 業 名

（必要に応じ、検討対象となっ
ている内容を（  ）書きで記入

しています）

補 助 事 業 概 要

県土整備部計

細 事 業 名

（必要に応じ、検討対象となっ
ている内容を（  ）書きで記入

しています）

補 助 事 業 概 要

平成１７年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）
｢廃止｣

｢見直し｣
の別

見 直 し 内 容

平成１６年度当初予算額
（見直し対象となってい

る項目の予算額）

 各種団体


